
茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金交付要項 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、行政だけでは解決が難しい喫緊の行政課題の解決に向けたＮＰＯ（ＮＰＯ

法人、ボランティア団体、公益法人等）や企業等が実施する事業に対して、市町村と協調

して、予算の範囲内において助成金を交付することについて、茨城県補助金等交付規則（昭

和36年茨城県規則第67号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要項に定め

るものとする。 

 

（助成対象事業者） 

第２条 助成金の交付対象者は、喫緊の行政課題の解決に向けた事業を実施するＮＰＯや企

業等であって、以下の（１）または（２）に該当するものとする。 

 

（１）法人で、次のいずれにも該当するもの 

① 宗教活動や政治活動を行う法人でないこと 

② 特定の公職（公職選挙法第3 条に規定する公職をいう）にある者、若しくはその候

補者、又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対する活動を行う法人でないこと 

③ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2 条第2 号に規定する

暴力団をいう）又は暴力団若しくは暴力団員の統制下にある法人でないこと 

（２）任意団体（人格なき社団）で、次のいずれにも該当するもの 

① 組織の運営に関する規則、規約、会則等があり、会員名簿を備えていること 

② 団体の構成員が5 名以上であること 

③ 予算・決算及び適正な会計処理を行っていること 

④ 団体の責任者及び事業の連絡責任者が特定できること 

⑤ 宗教活動や政治活動を行う団体でないこと 

⑥ 特定の公職（公職選挙法第3 条に規定する公職をいう）にある者、若しくはその候

補者、又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対する活動を行う団体でないこと 

⑦ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2 条第2 号に規定する

暴力団をいう）又は暴力団若しくは暴力団員の統制下にある団体でないこと 

 

（助成対象事業） 

第３条 助成金の対象となる事業は、社会貢献事業（不特定かつ多数のものの利益の増進に

寄与することを目的として、自発的に行われるもの）のうち、次のいずれにも該当する事

業で、ＮＰＯ等の自由な発想による事業（行政機関の補助事業や業務委託、介護保険事業

等の既存制度により実施するものは対象外）とする。 

（１）喫緊の行政課題に対応したものであること 

（２）市町村と連携した事業であり、県で助成事業として採択した場合、市町村が県と協調し

て助成を行うことができる事業（ただし、広域又は県全域で展開する事業はこの限りでな

い。） 
（３）新規事業又は既存事業の拡充であること 

（４）支援を必要とする者に対する直接的、継続的な支援活動であり、助成事業終了後も引

き続き自立した事業展開が期待できること 

 

 



（助成対象経費） 

第４条 助成対象経費は以下のとおりとする。 
人件費、報償費、旅費、消耗品費、印刷製本費、食糧費、通信運搬費、保険料、委託料、

使用料、賃借料、備品購入費、施設改修費 
 
（助成事業の実施期間） 
第５条 助成事業の実施期間は、交付決定した日から当該年度の３月３１日までとする。 
 
（負担割合及び助成限度額） 
第６条 助成率及び助成上限は下表のとおりとする。 

事業実施区域 助成率 助成限度額 備考 
１市町村 １／３  1,666 千円 市町村の負担割合は１／３（※） 

広域又は県全域 ２／３ 3,333 千円  
  ※県と市町村の助成対象経費が違う場合は、県の助成対象経費の概ね１／３以上とする。 
   ただし、概ねとは８０％以上とする。 
 
（助成金の交付申請） 

第７条 助成事業者は、助成金の交付を受けようとするときは、茨城県行政手続等における

情報通信の技術の利用に関する条例（平成16年茨城県条例第9号）第３条第１項の規定に

基づき、原則として「いばらき電子申請・届出システム」により、知事が指定する日まで

に提案型共助社会づくり支援事業助成金交付申請をしなければならない。ただし、インタ

ーネットの利用環境がない等の理由がある場合は、助成金交付申請書（様式第１号）を知

事が指定する日までに知事に提出することができる。 

２ 前項の助成金交付申請に当たっては、当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額（助成対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭

和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及

び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による地方消費税の税率を乗じて

得た金額の合計額に助成率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税及び地方消費税仕入控

除税額」という。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当

該消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

 

（助成金交付決定の通知） 

第８条 規則第７条の規定による通知については、助成金交付決定通知書（様式第２号）に

より行うものとする。 

２ 知事は、前項の通知に際して必要な条件を付すことができる。 

 

（助成金の交付の条件） 

第９条 助成金の交付の目的を達成するため、助成事業者は、次の各号に掲げる事項を遵守

しなければならない。 

（１）市町村を区域として実施する場合は、当該市町村から提案型共助社会づくり支援事業

に係る助成金の交付が受けられること。 

（２）車両の購入又は施設改修を実施した場合にあっては、原則として実施した年度から起

算して５年間は、事業を継続すること。 

（３）助成事業に係る事業収入が事業費（助成対象経費）の３分の１を超えた場合は、助成



事業に係る事業収入の全額を事業者負担額とし、超えた分に応じて県及び市町村は負担

額を減額すること。 

 

（申請の取下げ） 

第10条 助成金の交付を申請した者が第８条の規定による通知を受領した場合において当

該申請を取り下げようとするときは、同条の通知を受領した日から15日以内にその旨を記

載した書面を知事に提出しなければならない。 

 

（助成事業の内容及び経費の変更） 

第11条 第８条の規定により助成金の交付決定の通知を受けた助成事業者は、次の各号のい

ずれかに該当する変更をしようとするときは、あらかじめ助成金変更承認申請書（様式第

３号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

（１）助成事業の内容を変更しようとするとき。ただし、次に掲げる軽微な変更を除く。 

ア 助成目的に変更をもたらすものではなく、かつ、助成事業者の自由な創意により、

能率的な助成目的達成に資するものと考えられる場合 

イ 助成目的及び事業能率に関係がない事業計画の細部の変更である場合 

（２）助成事業に要する経費の額を２０％以上変更しようとするとき。 

２ 知事は、前項の規定により提出された申請書の内容を審査し、承認することが適当と認

めたときは、助成金変更承認通知書（様式第４号）により助成事業者あて通知するものと

する。 

 

（助成事業の中止又は廃止） 

第12条 助成事業者は、助成事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ助成

金中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を知事に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

 

（助成事業の遅延等の報告） 

第13条 助成事業者は、助成事業が予定の期間内に完了しない場合又は助成事業の遂行が困

難になった場合は、速やかに助成事業遅延等報告書（様式第６号）を知事に提出し、その

指示を受けなければならない。 

 

（遂行状況の報告等） 

第14条 知事は、必要があると認めた場合は、助成事業者に対し、助成事業の遂行状況の報

告を求め、又は必要な調査を行うことができる。 

 

（実績報告） 

第15条 助成事業者は、助成事業が完了した日若しくは中止又は廃止の承認を受けた日から

起算して30日を経過した日又は当該年度の３月31日のいずれか早い日までに助成金実績

報告書（様式第７号）に必要関係書類を添え、知事に提出しなければならない。この場合

において、第17条第１項ただし書きの規定による概算払を受けたときは、概算払精算書（茨

城県財務規則の規定による帳票の様式（平成５年茨城県告示第404号）様式第102号）を併

せて提出するものとする。 

２ 助成事業者は、前項の実績報告書を提出しようとする場合、当該助成金に係る消費税及

び地方消費税仕入控除税額が明らかなときは、これを減額して報告しなければならない。 



 

（助成金の額の確定） 

第16条 知事は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査して助成金の額を

確定し、助成金額確定通知書（様式第８号）により通知するものとする。 

 

（助成金の支払） 

第17条 知事は、前条の規定により交付すべき助成金の額を確定した後に支払うものとする。

ただし、助成金の交付決定後に必要があると認められる経費については、交付決定額の90

パーセント以内の額を概算払することができる。 

２ 助成事業者は、前項ただし書きの規定による概算払を受けようとする場合、助成金概算

払申請書（様式第９号）を知事に提出しなければならない。 

 

（助成金の交付決定の取消し等） 

第18条 知事は、第12条の規定により助成事業の中止又は廃止の承認をしたときは、当該助

成事業に係る助成金の交付決定の全部又は一部を変更することができるものとする。 

２ 知事は、助成事業者が助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件、その他この要項

に違反したときは、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができるものとする。 

３ 前２項の規定により変更又は取消を行った場合には、期限を付して既に交付した助成金

の全額又は一部の返還を命じることができるものとする。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除額の確定に伴う助成金の返還） 

第19条 助成事業者は、助成事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により助成金に係る

消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合には、消費税及び地方消費税仕入控除

税額の確定に伴う報告書（様式第10号）により速やかに知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全額

又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（証拠書類の保存） 

第20条 助成事業者は、助成金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類を整

理し、これらの書類を助成事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなけ

ればならない。ただし、消費税及び地方消費税に係る帳簿の保存は、消費税法施行令（昭

和63年政令第360号）第71条に規定する期間とする。 

 

（財産の管理） 

第21条 助成事業者は、助成事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産

等」という。）について、助成事業が完了した後においても善良なる管理者の注意をもっ

て管理するとともに、助成金の交付の目的に従ってその効率的運用を図らなければならな

い。 

２ 助成事業者は、取得財産等について、その台帳を設け、その保管状況を明らかにしてお

かなければならない。 

 

（財産の処分の制限） 

第22条 助成事業者は、取得財産等を助成金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

廃棄し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、知事が助成金の交付の目的及



び当該財産の耐用年数を勘案して定めた期間を経過した場合その他知事が特に必要があ

ると認めた場合はこの限りではない。 

２ 前項に規定する知事が定める期間は、原則として減価償却資産の耐用年数等に関する省

令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める期間とする。 

３ 助成事業者は、第１項に規定する承認を受けようとするときは、あらかじめ財産処分承

認申請書（様式第11号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

４ 知事は、助成事業者が第１項に規定する第３項の承認をしようとするときは、その交付

した助成金の全部又は一部に相当する金額を県に納付すべきことを命ずることができる。 

５ 知事は、取得財産等を処分することにより収入があった場合、助成事業者に対し、その

収入の全部又は一部を県に納付させることができる。 

 

（その他必要な事項） 

第23条 この要項に定めるもののほか、この要項の施行に関し必要な事項は、知事が別に定

める。 

 

付則 

この要項は、令和元年６月６日から施行する。 

付則 

この要項は、令和２年１０月３０日から施行する。 

付則 

この要項は、令和３年１２月２３日から施行する。 

  付則 

この要項は、令和６年４月１日から施行する。 

  



 
様式第１号（第７条関係） 

年  月  日 
 
茨城県知事 大井川 和彦 殿 

 

団 体 名  

所 在 地  

（フリガナ）   

代 表 者 氏 名  

 

令和  年度茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金交付申請書 

 
下記のとおり令和  年度茨城県提案型共助社会づくり支援事業に係る社会貢献事業への助

成金の交付を申請します。 
 

記 
 

事 業 の 名 称  

助成事業に要する経費 
（ 総 事 業 費 ） 

                    千円 

事業の分野（該当の分野 1 つに○をしてください。該当する分野が複数ある場合は、主要な分野１つに○を付けてください。） 
 見守り、声掛け  居場所づくり  移動困難者の支援 

 子育て支援  貧困対策  防災対策 

 その他（                                   ） 

事業の対象者（該当の対象者全てに○をしてください。） 

 高齢者  障害者  子ども 

 子育て中の親  貧困者  地域住民全般 

 その他（                                   ） 

事業実施区域 
 1 市町村を区域 
 広域又は全県を区域 

助成事業実施期間 交付決定日～ 令和 年  月  日 

助成事業継続予定年数   年間 

助成金の振込先 
銀行        支店 

 預金種別  普通・当座   口座番号 

口座名義 

 

  



様式第２号（第８条関係） 

    第     号 

令和  年  月  日 

 

           殿 

 

茨城県知事 大井川 和彦  印  

 

令和  年度茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金交付決定通知書 

 

令和  年  月  日付けで交付申請のあった標記助成金については、茨城県補助金等交付

規則（昭和 36 年茨城県規則第 67 条）第５条の規定により、下記のとおり交付することに決定し

たので通知します。 

 

記 

 

１ 助成金交付の対象となる事業及び内容並びに助成事業に要する経費の配分及び配分された

経費に対応する助成金の額の区分は、令和 年 月 日付けで申請のあった令和 年度茨城県

提案型共助社会づくり支援事業助成金交付申請書（以下「申請書」という。）の記載のとおり

とする。 

 

２ 助成事業に要する経費、助成対象経費及び助成金の額は次のとおりとする。 

ただし、茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金交付要項（以下「交付要項」という。）

第 11 条第１項の規定に基づく助成事業の内容が変更された場合における助成事業に要する経

費及び助成金の額については、別に通知するところによるものとする。 

 

助成事業に要する経費   金        円 

助成対象経費       金        円 

助成金の額        金        円 

 

３ 助成金の額の確定は、助成対象経費の実支出額に交付要項第６条の県負担割合を乗じて得た

額又は助成金の交付決定額（変更されたときは、変更後の額とする。）のいずれか低い額とす

る。 

 

４ 助成金に係る消費税及び地方消費税相当額については、交付要項第 19 条第１項の定めると

ころにより、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかになった場合には、当該仕入

控除税額を減額することとする。 



様式第３号（第 11 条関係） 

令和  年  月  日  

 

 茨城県知事 大井川 和彦 殿 

団 体 名 

所 在 地 

代表者氏名 

 

令和  年度茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金変更承認申請書 

 

 令和  年  月  日付け  第   号をもって交付決定通知があった標記助成金の事

業の内容を下記のとおり変更したいので、茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金交付要項

第 11 条第１項の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

１ 助成事業の名称 

 

２ 変更の理由 

 

３ 変更の内容 

 

４ 助成金事業に要する経費額の変更 

項目 交付決定時 変更後の申請額 差し引き増減額 

助成事業に要する経費 円 円 円 

うち助成対象経費 円 円 円 

 ※予算に変更がある場合は、変更後の収支予算書（様式第１－４号）を添付すること。 

 ※助成対象経費が増額する場合でも、交付決定額の増額変更は行われません。 

 

  



様式第４号（第 11 条関係） 

第     号 

                                                        令和  年  月  日 

 

 

          殿 

 

                                             茨城県知事 大井川 和彦  印 

 

令和  年度茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金変更承認通知書 

 

 令和  年  月  日付けで変更承認申請のあった標記助成金について、下記のとおり承認

したので通知します。 

 

記 

 

１ 変更承認する事業は、令和  年  月  日付けで申請のあった事業とし、その内容は

変更承認申請書に記載のとおりとする。 

 

２ 助成金の額は、次のとおりとする。 

助成金の額               円 

 

３ 助成金交付の条件等については、上記のほか令和  年  月  日付け 第 号に記載

のとおりとする。 



様式第５号（第 12 条関係） 

令和  年  月  日  

 

 茨城県知事 大井川 和彦 殿 

団 体 名 

所 在 地 

代表者氏名 

 

令和  年度茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金中止（廃止）承認申請書 

 

 令和  年  月  日付け  第   号をもって交付決定通知があった助成事業につい

て、下記のとおり中止（廃止）したいので、茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金交付要

項第 12 条の規定により申請します。 

 

記 

 

１ 中止（廃止）の理由 

 

 

 

２ 中止（廃止）の内容 



様式第６号（第 13 条関係） 

令和  年  月  日  

 

 茨城県知事 大井川 和彦 殿 

団 体 名 

所 在 地 

代表者氏名 

 

令和  年度茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金に係る助成事業遅延等報告書 

 

 令和  年  月  日付け  第   号をもって交付決定通知があった助成事業につい

て、下記のとおり遅延等があったので、茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金交付要項

第 13 条の規定に基づき報告します。 

 

記 

 

１ 遅延等（事故等）の内容及び原因 

 

 

 

２ 遅延等（事故等）に対する措置 

 

 

 

３ 事業の遂行及び完了予定日 

 



様式第７号（第 15 条関係） 

令和  年  月  日  

 

 茨城県知事 大井川 和彦 殿 

団 体 名 

所 在 地 

代表者氏名 

 

令和  年度茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金実績報告書 

 

 令和  年  月  日付け 第   号をもって交付決定通知があった標記助成金に係る

事業を令和  年  月  日付けで完了しましたので、茨城県提案型共助社会づくり支援事業

助成金交付要項第 15 条第１項の規定に基づき報告します。 

 

記 

 

１ 助成事業の名称 

 

 

２ 助成金交付決定額及び助成事業に要した経費等 

助成金交付決定額 円 

助成事業に要した経費（総事業費） 円 

助成対象経費 円 

 

３ 助成事業の着手日及び完了日 

（１）事業着手日   令和  年  月  日 

（２）事業完了日   令和  年  月  日 



様式第８号（第 16 条関係） 

第     号 

                                                        令和  年  月  日 

 

 

           殿 

 

                                             茨城県知事 大井川 和彦  印 

 

令和  年度茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金額確定通知書 

 

令和  年  月  日付け通知をもって実績報告のあった上記助成金については、茨城県

補助金等交付規則（昭和 36 年茨城県規則第 67 号）第 14 条の規定により、下記のとおり助成金

の額を確定したので通知します。 

 

記 

 

１ 事業名 

 

 

 

２ 助成金の確定額 

 

金           円 



様式第９号（第 17条関係） 

                                                         令和    年  月  日 

 

 茨城県知事 大井川 和彦 殿 

 

団 体 名 

所 在 地 

代表者氏名 

 

令和  年度茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金概算払申請書 

 

令和  年  月  日付け  第   号をもって交付決定通知があった上記の助成

事業の概算払について、茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金交付要項第 17 条第２

項の規定に基づき申請します。 

 

記 
 
１ 概算払申請事由 
 
 
２ 交付決定額 

金               円 
 
３ 概算払受領済額 

金               円 
 
４ 今回申請額 

金               円 
 
５ 残   額 

金               円 
 
 
（注）助成事業に要する経費の月別所要見込額を記載した書面（任意様式）を添付すること。 



様式第 10 号（第 19 条関係） 

                                                      令和    年  月  日 

 

 茨城県知事 大井川 和彦 殿 

 

団 体 名 

所 在 地 

代表者氏名 

 

令和  年度茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金に係る 

消費税額及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う報告書 

 
このことについて、茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金交付要項第 19 条第１項

の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

                                          記 

 

１ 仕入控除税額の控除について 

助成金交付額（知事が助成金額確定通知書（交付要項様

式第８号）により通知した額） 

 

                            円 

助成金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額 

（ａ） 

                            円 

消費税額及び地方消費税額の確定に伴う助成金に係る消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

（ｂ） 

                            円 

助成金返還相当額 
（ｂ）－（ａ） 

                            円 

 
２ 消費税・地方消費税の申告状況について 

  Ａ 確定申告義務なし 

  Ｂ 簡易課税方式で申告している 

  Ｃ 公益法人等であって、特定収入割合が５％を超えている。 

  Ｄ 個別対応方式において、「非課税売上のみに要するもの」として申告している。  

  Ｅ 仕入控除税額あり 

（注）上記Ｅに該当する場合は、税額の計算書等を添付して下さい。 
 



様式第 11 号（第 22 条関係） 

                                                      令和    年  月  日 

 

 茨城県知事 大井川 和彦 殿 

団 体 名 

所 在 地 

代表者氏名 

 

令和  年度茨城県提案型共助社会づくり支援事業助成金に係る 

取得財産等の処分承認申請書 

 

 令和  年  月  日付け  第   号をもって交付決定通知があった助成事業に

関し取得した財産等を下記のとおり処分したいので、茨城県提案型共助社会づくり支援事

業助成金交付要項第 22条第３項の規定に基づき、承認を申請します。 

 

記 

 

１ 事業名 

 

 

 

２ 取得財産の品目及び取得年月日 

 

 

 

３ 取得価格及び時価 

 

 

 

４ 処分の方法 

 

 

 

５ 処分の理由 

 

 


